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「
令
和
７
年
度 

有
価
証
券
報
告
書
レ
ビ
ュ
ー

の
審
査
結
果
及
び
審
査
結
果
を
踏
ま
え
た

留
意
す
べ
き
事
項
等
」の
解
説

　

磯
田
　
哲
男

伊
藤
　
典
弘

小
林
　
大
祐

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
専
門
官

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
専
門
調
査
員

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
課
長
補
佐

【
こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
金
融
庁
は
、２
０
２
６
年
３
月
27
日
に
、

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
の
審

査
結
果
を
踏
ま
え
て
、今
後
の
有
価
証

券
報
告
書
の
作
成
に
あ
た
っ
て
留
意
す

べ
き
事
項
等
を
公
表
し
た
。

●
審
査
の
結
果
、サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
や

コ
ー
ポ
レ
ー
ト・ガ
バ
ナ
ン
ス（
政
策
保

有
株
式
を
含
む
）お
よ
び
重
要
な
契
約

等
に
関
す
る
開
示
等
で
課
題
が
識
別
さ

れ
た
。こ
れ
ら
の
課
題
に
つ
い
て
、今
後

の
有
価
証
券
報
告
書
の
作
成・
提
出
に

際
し
、留
意
い
た
だ
き
た
い
。

●
金
融
庁
は
、課
題
対
応
に
あ
た
っ
て
参
考

と
な
る
開
示
例
集
も
あ
わ
せ
て
公
表
し

た
の
で
、今
後
の
開
示
の
充
実
に
向
け
て

ぜ
ひ
活
用
い
た
だ
き
た
い
。

は
じ
め
に

企
業
情
報
の
開
示
は
、
投
資
者
の
投
資

判
断
に
必
要
な
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
を

通
じ
て
、
資
本
市
場
に
お
け
る
効
率
的
な

資
源
配
分
を
実
現
す
る
た
め
の
基
本
的
な

イ
ン
フ
ラ
で
あ
り
、
投
資
判
断
に
必
要
と

さ
れ
る
情
報
を
十
分
か
つ
正
確
に
、
ま
た

適
時
に
わ
か
り
や
す
く
提
供
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
企
業
情
報
の
開
示

は
、
投
資
者
と
企
業
と
の
建
設
的
な
対
話

を
促
進
し
、
企
業
の
経
営
の
質
を
高
め
る

観
点
や
企
業
が
持
続
的
に
企
業
価
値
を
向

上
さ
せ
る
観
点
か
ら
も
重
要
で
あ
り
、
充

実
し
た
開
示
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ

れ
る
。

金
融
庁
で
は
、
毎
年
、
上
場
会
社
等
か

ら
提
出
さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
の
記
載

内
容
の
適
正
性
の
確
保
お
よ
び
充
実
化
の

促
進
の
観
点
か
ら
、
各
財
務（
支
）局
お
よ

び
沖
縄
総
合
事
務
局
と
連
携
し
て
、
主
に

「
法
令
改
正
等
関
係
審
査
」お
よ
び「
重
点

テ
ー
マ
審
査
」を
柱
と
し
た
有
価
証
券
報

告
書
レ
ビ
ュ
ー
を
実
施
し
て
い
る
。

令
和
６
年
度
の
審
査
に
お
い
て
識
別
さ

れ
た
課
題
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
令
和
７

年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ
ビ
ュ
ー
と
し

て
、
２
０
２
５
年
３
月
31
日
以
降
に
終
了

す
る
事
業
年
度
に
係
る
有
価
証
券
報
告
書

に
つ
い
て
、「
法
令
改
正
等
関
係
審
査
」と
し

て
次
の
内
容
の
審
査
を
実
施
し
て
い
る
。

・
令
和
６
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
重
要
な

契
約
等
の
開
示
に
関
す
る「
企
業
内
容
等

の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び
特
定

有
価
証
券
の
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る

内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令
」（
以
下
、「
令
和
６
年
４
月
に
施
行
さ

れ
た
改
正
開
示
府
令
等
」と
い
う
）

・
令
和
７
年
１
月
に
施
行
さ
れ
た
政
策
保

有
株
式
等
の
開
示
に
関
す
る「
企
業
内
容

等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」（
以
下
、「
令
和

７
年
１
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
開
示
府

令
」と
い
う
）お
よ
び
関
連
す
る
開
示
項
目

（「
株
式
の
保
有
状
況
」に
お
け
る
政
策
保

有
株
式
の
保
有
目
的
等
に
関
す
る
開
示
）

・
令
和
６
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
内
部
統

制
報
告
書
等
に
関
す
る「
財
務
計
算
に
関

す
る
書
類
そ
の
他
の
情
報
の
適
正
性
を

確
保
す
る
た
め
の
体
制
に
関
す
る
内
閣

府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」

当  局当  局
解説
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当局解説

重
要
性
の
判
断
に
あ
た
っ
て
は
、「
記
述
情

報
の
開
示
に
関
す
る
原
則
」２
―
２
に
お

い
て
、「
記
述
情
報
の
重
要
性
に
つ
い
て

は
、
そ
の
事
柄
が
企
業
価
値
や
業
績
等
に

与
え
る
影
響
度
を
考
慮
し
て
判
断
す
る
こ

と
が
望
ま
し
い
」と
し
て
い
る
こ
と
や「
記

述
情
報
の
開
示
に
当
た
っ
て
は
、
各
企
業

に
お
い
て
、
個
々
の
課
題
、
事
象
等
が
自

ら
の
企
業
価
値
や
業
績
等
に
与
え
る
重
要

性（
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
）に
応
じ
て
、
各
課

題
、
事
象
等
に
つ
い
て
の
説
明
の
順
序
、

濃
淡
等
を
判
断
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
」と
し
て
い
る
こ
と
を
参
考
に
す
る
こ

と
が
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
で
は「
重
要
性

が
あ
る
」と
は「
財
務
報
告
書
の
主
要
な
利

用
者
が
行
う
意
思
決
定
に
影
響
を
与
え
る

と
合
理
的
に
見
込
み
得
る
こ
と
」と
さ
れ

て
お
り
⑵
、
投
資
家
を
主
要
な
利
用
者
と

明
確
に
認
識
し
、
企
業
価
値
や
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
へ
の
影
響
を
投
資
家
が
判

断
で
き
る
よ
う
に
、
企
業
価
値
に
影
響
の

あ
る
重
要
な
情
報
を
開
示
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。
た
だ
し
、
Ｇ
Ｒ
Ｉ
や
Ｃ
Ｓ
Ｒ

Ｄ
な
ど
の
二
軸
モ
デ
ル（
社
会
影
響
×
企

業
影
響
）を
追
加
的
に
開
示
す
る
こ
と
は

否
定
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
⑶
⑷
。

ま
た
、マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
（
重
要
課
題
）

と
し
て
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
項
目
を
列

挙
し
て
い
る
事
例
が
み
ら
れ
る
が
、
Ｓ
Ｓ

Ｂ
Ｊ
基
準
／
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
基
準
が
定
義
す
る

「
重
要
性（m

ateriality

）」⑸
と
は
意
味

合
い
が
異
な
る
点
に
留
意
が
必
要
と
考
え

ら
れ
る
。
今
後
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
準
拠

し
た
開
示
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、
Ｓ
Ｓ

Ｂ
Ｊ
基
準
の
要
求
事
項
に
沿
っ
て「
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
の
リ
ス
ク
及
び
機
会

に
関
し
て
、
重
要
性
が
あ
る
情
報
」を
開

示
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
と
考
え
ら
れ

る
。
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
へ
の
準
拠
が
求
め
ら

れ
て
い
な
い
企
業
に
お
い
て
も
、
有
価
証

券
報
告
書
に
お
い
て
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の

要
求
事
項
を
踏
ま
え
た
開
示
を
行
う
こ
と

は
有
用
と
考
え
ら
れ
る
。

⑵　

重
要
性
が
あ
る（m

aterial

）情
報
の
定
義
に
関
す
る

参
考
資
料

・
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
基
準「
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
の
適
用
」４
項
⑺
、48
項

・
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク『
識
別
し
た
リ
ス
ク
及
び
機

会
に
関
す
る
情
報
の
重
要
性
の
判
断
』

⑶　

有
価
証
券
報
告
書
に
お
い
て
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
要
求

事
項
に
関
連
す
る
事
項
を
追
加
し
て
記
載
す
る
こ
と
が
で

き
る（
開
示
府
令
第
三
号
様
式
記
載
上
の
注
意
⑴
ａ
） 

。

⑷　

追
加
的
な
情
報
に
関
す
る
参
考
資
料

・
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
基
準「
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
の
適
用
」63
項
：
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
関
連
財
務
開
示
は
明
瞭
に
識
別
可
能
で
な
け

れ
ば
な
ら
ず
、
財
務
報
告
書
に
含
ま
れ
る
他
の
情
報
に

よ
っ
て
不
明
瞭
に
な
ら
な
い
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

・
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク『
追
加
的
な
情
報
』

⑸　

前
掲
注
⑵

⑵　

企
業
価
値
向
上
に
向
け
た
ス

ト
ー
リ
ー（
文
脈
）を
意
識
し
た
開

示サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
企
業
の

取
組
み
の
開
示
に
あ
た
っ
て
は
、
い
わ
ゆ

る「
開
示
の
た
め
の
開
示
」に
陥
ら
ず
、
投

ま
た
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る

企
業
の
取
組
み
の
開
示
お
よ
び
コ
ー
ポ

レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
開
示

（
政
策
保
有
株
式
関
連
の
開
示
を
含
む
）を

テ
ー
マ
と
し
て
、「
重
点
テ
ー
マ
審
査
」を

実
施
し
た
。

加
え
て
、
２
０
２
５
年
３
月
に
金
融
担

当
大
臣
よ
り
発
出
さ
れ
た「
株
主
総
会
前

の
適
切
な
情
報
提
供
に
つ
い
て（
要
請
）」

に
関
す
る
調
査
を
法
令
改
正
等
関
係
審
査

と
あ
わ
せ
て
実
施
し
、
ま
た
、
当
該
調
査

票
の
回
答
を
勘
案
し
、
重
点
テ
ー
マ
審
査

に
お
い
て
深
度
あ
る
調
査
を
実
施
し
た
。

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
の
審
査
結
果
を
踏
ま
え
、
複
数
の

提
出
会
社
に
共
通
し
て
識
別
さ
れ
た
課
題

に
関
し
、
今
後
の
有
価
証
券
報
告
書
の
作

成
に
あ
た
っ
て
留
意
す
べ
き
事
項
等
を
取

り
ま
と
め
、
２
０
２
６
年
３
月
27
日
に
金

融
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
て
公
表
し
た
。
な

お
、
令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
に
お
い
て
識
別
さ
れ
た
主
な
課
題

お
よ
び
留
意
事
項
等
に
つ
い
て
は
、
投
資

家
・
ア
ナ
リ
ス
ト
・
有
識
者
お
よ
び
企
業

の
皆
様
に
よ
る
勉
強
会
を
開
催
し
、
そ
こ

で
議
論
い
た
だ
い
た
内
容
を
反
映
し
て
い

る
。本

稿
で
は
、
前
記
の
内
容
に
つ
い
て
紹

介
す
る
が
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
部
分

に
つ
い
て
は
、
筆
者
ら
の
個
人
的
見
解
で

あ
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。

な
お
、
本
稿
中
の
図
表
は
す
べ
て「
令

和
７
年
度 

有
価
証
券
報
告
書
レ
ビ
ュ
ー
の

審
査
結
果
及
び
審
査
結
果
を
踏
ま
え
た
留

意
す
べ
き
事
項
等
」（
金
融
庁
、
２
０
２
６

年
３
月
27
日
）か
ら
引
用
し
て
い
る
。

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に

関
す
る
企
業
の
取
組
み
の

開
示
の
充
実
に
向
け
て

参
考
に
な
る
と
考
え
ら
れ

る
全
般
的
事
項

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
企
業
の

取
組
み
の
開
示
の
充
実
に
向
け
て
参
考
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る
全
般
的
事
項（
開
示

の
充
実
に
向
け
て
参
考
に
な
る
と
考
え
ら

れ
る
事
項（
投
資
家
・
ア
ナ
リ
ス
ト
・
有

識
者
の
期
待
、
そ
の
他
留
意
事
項
等
））⑴

と
し
て
主
に
次
の
よ
う
な
事
項
が
あ
る
。

⑴　
「
開
示
の
充
実
に
向
け
て
参
考
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る

事
項（
投
資
家
・
ア
ナ
リ
ス
ト
・
有
識
者
の
期
待
、そ
の
他

留
意
事
項
等
）」と
は
、法
令
等
に
準
拠
し
た
う
え
で
、さ
ら

に
投
資
者
の
投
資
判
断
や
投
資
者
と
の
対
話
に
有
用
な
情

報
を
提
供
す
る
観
点
か
ら
、
開
示
の
充
実
を
検
討
す
る
際

に
参
考
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
事
項
で
あ
る（
以
下
同

じ
）。

⑴　
開
示
に
お
け
る
重
要
性
の
判
断

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
企
業
の

取
組
み
の
開
示
に
あ
た
っ
て
は
、
投
資
者

の
投
資
判
断
に
と
っ
て
重
要
な
情
報
が
開

示
さ
れ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
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資
者
が
、
気
候
変
動
、
人
的
資
本
、
知
的

財
産
等
の
個
々
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に

関
す
る
事
項
に
つ
い
て
、
企
業
価
値
向
上

に
向
け
た
ス
ト
ー
リ
ー
（
文
脈
）を
理
解

で
き
る
よ
う
に
開
示
す
る
こ
と
が
期
待
さ

れ
る
。

⑶　
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
を
意
識
し
た
開

示す
べ
て
の
有
報
提
出
企
業
が
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ

や
Ｉ
Ｉ
Ｒ
Ｃ
の
枠
組
み
か
ら
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基

準
へ
の
移
行
を
意
識
し
た
開
示
に
取
り
組

む
こ
と
は
有
用
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

た
だ
し
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
準
拠
し
て
い

る
と
表
明
す
る
に
は
、
す
べ
て
の
定
め
に

準
拠
す
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
こ

と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る（
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
開
示
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
基
準「
サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
の
適
用
」79

項
）。
す
な
わ
ち
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
す

べ
て
の
定
め
に
準
拠
す
る
こ
と
な
く
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
財
務
開
示
を
作
成
す

る
場
合
、
限
定
付
き
で
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準

に
準
拠
し
て
い
る
と
記
述
す
る
こ
と
は
認

め
ら
れ
て
い
な
い
。
な
お
、「
参
考
に
し
て

作
成
し
て
い
る
」と
記
載
す
る
こ
と
で
Ｓ

Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
準
拠
し
て
い
る
か
の
よ
う

な
誤
解
を
生
じ
さ
せ
る
可
能
性
の
あ
る
表

現
が
用
い
ら
れ
て
い
る
事
例
に
つ
い
て
も
、

不
適
切
と
考
え
ら
れ
る（
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
ハ
ン

ド
ブ
ッ
ク『
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
す
べ
て
の
定

め
に
準
拠
し
て
い
な
い
場
合
の
開
示
』）。

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に

関
す
る
企
業
の
取
組
み
の

開
示
の
主
な
課
題
お
よ
び

留
意
事
項
等

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
の
結
果
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

に
関
す
る
企
業
の
取
組
み
の
開
示
に
つ

い
て
、
前
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
で
識
別
さ
れ
た
課
題
が
当
年
度
に

お
い
て
も
複
数
の
審
査
対
象
会
社
で
識
別

さ
れ
た
。
識
別
さ
れ
た
主
な
課
題
は
図
表

１
に
記
載
の
と
お
り
で
あ
る
。

以
下
、
主
な
課
題
に
つ
い
て
、
事
例
を

交
え
て
、
課
題
と
な
る
事
項
お
よ
び
留
意

事
項
等
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

●「
⑦
人
的
資
本（
人
材
の
多
様
性
を

含
む
）に
関
す
る
方
針
、指
標
、目

標
及
び
実
績
の
い
ず
れ
か
の
記
載

が
な
い
又
は
不
明
瞭
で
あ
る
」

①　

課
題
と
な
る
事
項

開
示
府
令
第
三
号
様
式
記
載
上
の
注
意

（
10
─
２
）で
準
用
す
る
第
二
号
様
式
記
載

上
の
注
意（
30
─
２)

ｃ
⑹
で
は
、
人
材
の

多
様
性
の
確
保
を
含
む
人
材
の
育
成
お
よ

び
社
内
環
境
整
備
に
関
す
る
方
針
を
記
載

人的資本（人材の多様性を含む）に関する方針、指標、目標及び実績のいずれかの
記載がない又は不明瞭である

「サステナビリティに関する考え方及び取組」に記載すべき事項を有価証券報告書
内の他の箇所に記載して参照する場合において、記載上の不備がある

人的資本（人材の多様性を含む）に関する指標、目標及び実績が連結会社ベースの
記載になっていない

「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載事項について、公表した他の開
示書類等に記載した情報を参照する場合において、記載上の不備がある

7

9

8

10

（図表１）　サステナビリティに関する企業の取組の開示の主な課題

第一部　企業情報
第1　企業の概況

・従業員の状況 等
第2　事業の状況

・経営方針、経営環境及び対処
すべき課題等

・サステナビリティに関する考
え方及び取組

・事業等のリスク
・経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ ･フローの
状況の分析 等　　　

第3　設備の状況　
第4　提出会社の状況

・コーポレート・ガバナンスの
状況等

第5　経理の状況
・連結財務諸表、財務諸表 等

　　　　 ：

有
価
証
券
報
告
書

サステナビリティ関連のガバナンスに関する記載がない又は不明瞭である

サステナビリティ関連の機会を識別、評価及び管理するための過程に関する記載
がない

サステナビリティ関連のリスク及び機会の記載がない又は不明瞭なため、サステナ
ビリティに関する戦略並びに指標及び目標に関する記載が不明瞭である

サステナビリティ関連のリスクを識別、評価及び管理するための過程に関する記載
が不明瞭である

識別したサステナビリティ関連のリスク及び機会に対応する戦略並びに指標及び目
標に関する記載がない又は不明瞭である

戦略並びに指標及び目標のうち重要なものについて記載がない

主な課題

1

3

5

2

4

6
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コ
ー
ポ
レ
ー
ト・
ガ
バ
ナ

ン
ス
の
状
況
等
の
開
示
の

主
な
課
題
お
よ
び
留
意
事

項
等

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
の
結
果
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ

ナ
ン
ス
の
状
況
等
の
開
示
に
つ
い
て
、
前

年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ
ビ
ュ
ー
で
識

別
さ
れ
た
課
題
が
当
年
度
に
お
い
て
も
複

数
の
審
査
対
象
会
社
で
識
別
さ
れ
た
。
ま

た
、
当
年
度
に
お
い
て
新
た
な
課
題
も
識

別
さ
れ
た
。
識
別
さ
れ
た
主
な
課
題
は
次

頁
図
表
３
に
記
載
の
と
お
り
で
あ
る
。
な

お
、
当
年
度
に
お
い
て
新
た
に
識
別
さ
れ

た
課
題
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い

る
。以

下
、
図
表
３
に
記
載
し
た
主
な
課
題

の
う
ち
当
年
度
に
お
い
て
新
た
に
識
別
さ

れ
た
課
題
に
つ
い
て
、
事
例
を
交
え
て
、

課
題
と
な
る
事
項
お
よ
び
留
意
事
項
等
に

つ
い
て
説
明
す
る
。

す
る
こ
と
な
ら
び
に
記
載
し
た
方
針
に
関

す
る
指
標
、
目
標
お
よ
び
実
績
を
記
載
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
図
表
２
の

開
示
例
で
は
、
人
的
資
本
に
関
す
る
方
針

と
し
て
、「
経
営
理
念
に
適
う
Ｄ
Ｘ
を
含
め

た
専
門
性
を
備
え
た
人
財
の
育
成
」や「
多

様
性
の
確
保
」が
記
載
さ
れ
て
い
る
が
、

こ
れ
ら
の
方
針
と
指
標
等
の
対
応
関
係
が

不
明
瞭
で
あ
る
た
め
、
当
該
方
針
に
関
連

す
る
指
標
、
目
標
お
よ
び
実
績
が
記
載
さ

れ
て
い
る
か
、
不
明
瞭
で
あ
り
、
適
切
で

は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

②　

開
示
の
充
実
に
向
け
て
参
考
に
な

る
と
考
え
ら
れ
る
事
項
（
投
資
家
・

ア
ナ
リ
ス
ト
・
有
識
者
の
期
待
、
そ

の
他
留
意
事
項
等
）

記
載
し
た
方
針
と
当
該
方
針
に
関
連
す

る
指
標
、目
標
お
よ
び
実
績
に
つ
い
て
は
、

そ
れ
ぞ
れ
の
対
応
関
係
や
つ
な
が
り
を
理

解
で
き
る
よ
う
に
開
示
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
指
標
に
つ
い
て
は
、
指
標
の
前

提
そ
の
他
の
補
足
情
報（
指
標
の
定
義
、

算
定
方
法
、
仮
定
等
）に
関
し
て
も
あ
わ

せ
て
記
載
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
た

と
え
ば
、
女
性
管
理
職
比
率
算
定
上
の
管

理
職
の
定
義
・
範
囲
や
従
業
員
エ
ン
ゲ
ー

ジ
メ
ン
ト
ス
コ
ア
の
定
義
・
算
定
方
法
な

ど
に
つ
い
て
は
、
指
標
の
前
提
そ
の
他
の

補
足
情
報
を
あ
わ
せ
て
開
示
す
る
こ
と
が

望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
人
的

資
本
の
指
標
は
、
戦
略
と
指
標
及
び
目
標

の
連
動
が
重
要
で
あ
り
、
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ

ン
ト
ス
コ
ア
な
ど
の
指
標
は
単
な
る
数
値

の
増
減
だ
け
で
な
く
、
数
値
を
構
成
す
る

要
素
の
変
化
に
着
目
し
改
善
施
策
と
の
関

連
性
を
示
す
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ら

れ
る
。
ど
の
課
題
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な

対
応
を
行
い
、
ど
の
よ
う
な
成
果
に
つ
な

が
っ
た
か
を
説
明
す
る
こ
と
で
、
ス
コ
ア

の
意
味
が
理
解
し
や
す
く
な
る
た
め
有
用

で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

⑹　

令
和
８
年
２
月
施
行
の「
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す

る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」で
は
、第
三

号
様
式
記
載
上
の
注
意
⑽
で
準
用
す
る
第
二
号
様
式
記
載

上
の
注
意
㉚
ｃ
と
改
正
さ
れ
て
い
る
。

（図表２）　人的資本について課題のある事例

課題のある事例
（実際の開示例を元に加工）

【サステナビリティに関する考え方及び取
組】

（略）
（戦略）
　当社は、人財戦略として、「経営理念に適
うDXを含めた専門性を備えた人財の育成」
及び「多様性の確保」について重点的に取り
組みを行っております。

（指標及び目標）
　エンゲージメントスコアの向上に取り組
んでおり、当期末現在でBランクです。

【コラム】　「政策保有株式の純投資目的への保有目的変更」
令和5年度の有価証券報告書レビューにおいて、「株式の保有状況」の開示のうち、

いわゆる政策保有目的から純投資目的に保有目的を変更した株式の開示状況を検証
したところ、実質的に政策保有株式を継続保有していることと差異がない状態に
なっているものがあるとの課題を識別している。

また、株式の保有目的を政策保有から純投資に変更した場合における適切な情報
開示を促すため、令和7年1月に施行された改正開示府令では、当期を含む最近５事
業年度以内に政策保有目的から純投資目的に保有目的を変更した株式について、「保
有目的の変更年度」や「保有目的の変更の理由及び変更後の保有又は売却に関する方
針」等の開示を求めている。

しかしながら、当年度の有価証券報告書レビューにおいても、以下のような事例
を識別している。
・政策保有株式縮減の方針を示しつつ、売却可能時期等について発行者と合意をし

ていない状態で純投資目的の株式に変更を行っており、実質的に政策保有株式を
継続保有していることと差異がない状態であることが疑われるもの。

・発行者から売却の合意を得たうえで政策保有株式を純投資目的の株式に区分変更
したものの、実際には長期間売却に取り組む予定はなく、実質的に政策保有株式
を継続保有していることと差異がない状態になっている可能性が疑われるもの。

・純投資目的の株式に区分変更したものの、当該銘柄の取引先持株会に継続して加
入しているもの（注）。
なお、発行者の浮動株比率を引き上げるために株式の保有目的を純投資目的に

区分変更することを発行者から依頼されたケースも識別している。
株式会社である事業会社や金融機関は、自社の企業価値向上が求められている。

そのようななかで、政策保有株式の保有実態が変わらないのであれば開示上の見せ
かけの変更をするのではなく、政策保有株式について、自社のリスク管理体制の構
築状況を含め、その保有目的・意図・議決権行使の方針や結果等について、自社の
企業価値向上という観点から透明性をもって説明することが必要だと考えられる。

なお、純投資目的への保有目的を変更した場合は、純投資目的の株式に係る株式
運用を行う理由と目的、期待している成果、純投資目的の株式の運用体制などにつ
いて記載することが考えられる。
（注）　「取引先持株会は、取引関係者による取得対象株式の取得により、相互間の親睦関係の増進
に寄与することを目的とする」（日本証券業協会「持株制度に関するガイドライン」）とされている
が、同時に安定株主確保の目的でも用いられることが多いと指摘されており、企業内容等開示ガ
イドライン５－19－３－２の純投資目的の定義と照らして矛盾する可能性が高いと考えられる。

当局解説
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●「
⑨
保
有
目
的
を
純
投
資
目
的
に

変
更
し
た
場
合
に
、
保
有
目
的
の

変
更
の
理
由
の
記
載
が
不
明
瞭
で

あ
る
」、「
⑩
保
有
目
的
を
純
投
資

目
的
に
変
更
し
た
場
合
に
、
変
更

後
の
保
有
又
は
売
却
に
関
す
る
方

針
の
記
載
が
不
明
瞭
で
あ
る
」

①　

課
題
と
な
る
事
項

開
示
府
令
第
三
号
様
式
記
載
上
の
注
意

㊴
で
準
用
す
る
第
二
号
様
式
記
載
上
の
注

意
�
ｆ
⒝
で
は
、
最
近
５
事
業
年
度
に
お

い
て
保
有
目
的
を
純
投
資
目
的
以
外
の
目

的
か
ら
純
投
資
目
的
に
変
更
し
た
投
資

株
式 (

最
近
事
業
年
度
末
に
お
い
て
保
有

し
て
い
る
も
の
に
限
る) 

が
あ
る
場
合
に

は
、
銘
柄
ご
と
に
、「
銘
柄
」・「
株
式
数
」・

「
貸
借
対
照
表
計
上
額
」・「
保
有
目
的
を

変
更
し
た
事
業
年
度
」・「
保
有
目
的
の
変

更
の
理
由
及
び
保
有
目
的
の
変
更
後
の
保

有
又
は
売
却
に
関
す
る
方
針
」を
記
載
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

図
表
４
の
開
示
例
で
は
、「
政
策
保
有
株

式
と
し
て
の
保
有
意
義
が
薄
れ
た
こ
と
」

を
変
更
の
理
由
と
し
て
記
載
し
て
い
る

が
、
政
策
保
有
株
式
と
し
て
の
保
有
意
義

が
薄
れ
た
こ
と
は
政
策
保
有
目
的
で
の
保

有
を
止
め
る
理
由
に
は
な
る
も
の
の
純
投

資
目
的
と
な
っ
た
積
極
的
な
理
由
の
記
載

が
あ
る
と
は
い
え
ず
、
純
投
資
目
的
に
保

有
目
的
を
変
更
す
る
理
由
の
説
明
と
し
て

は
不
十
分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
変
更
後
の
保
有
ま
た
は
売
却
に

関
す
る
方
針
と
し
て
、「
当
社
の
投
資
判
断

基
準
に
沿
っ
て
保
有
及
び
処
分
を
決
定
」

と
記
載
し
て
い
る
が
、
当
社
の
投
資
判
断

基
準
に
つ
い
て
の
記
載
が
な
い
た
め
、
当

該
説
明
で
は
会
社
が
今
後
こ
の
株
式
を
保

有
す
る
方
針
な
の
か
売
却
す
る
方
針
で
あ

る
か
が
読
み
取
れ
ず
、
方
針
の
説
明
と
し

て
は
不
十
分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

政策保有株式縮減の方針を示しつつ、売却可能時期等について発行者と合意を
していない状態で純投資目的の株式に変更を行っており、実質的に政策保有株式
を継続保有していることと差異がない状態になっている

保有目的を純投資目的に変更した場合に、保有目的の変更の理由の記載が不明
瞭である

政策保有株式縮減の方針を示しつつ、発行者から売却の合意を得た上で純投資
目的の株式に区分変更したものの、実際には長期間売却に取り組む予定はなく、
実質的に政策保有株式を継続保有していることと差異がない状態になっている

保有目的を純投資目的に変更した場合に、変更後の保有又は売却に関する方針
の記載が不明瞭である

7

9

8

10

（図表３）　コーポレート・ガバナンスの状況等の開示の主な課題

第一部　企業情報
第1　企業の概況

・従業員の状況 等
第2　事業の状況
・経営方針、経営環境及び対処

すべき課題等
・サステナビリティに関する考え

方及び取組
・事業等のリスク
・経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ ･フローの
状況の分析 等　　　

第3　設備の状況　
第4　提出会社の状況
・コーポレート・ガバナンスの状

況等
第5　経理の状況
・連結財務諸表、財務諸表 等

　　　　 ：

有
価
証
券
報
告
書

取締役会、会社が任意に設置する指名・報酬委員会、監査役会等の開催頻度、
具体的な検討内容、出席状況等の記載がない

政策保有株式の銘柄ごとの保有目的（保有目的が提出会社と当該株式の発行者と
の間の営業上の取引、業務上の提携その他これらに類する事項を目的とするもの
である場合には、当該事項の概要を含む）が具体的に記載されていない

取締役会等における政策保有株式の保有の適否に関する検証についての開示と
実態に乖離がある

内部監査が取締役会に直接報告を行う仕組みの有無に関する記載がない

政策保有株式の銘柄ごとの保有目的が安定株主の確保にあるにもかかわらず、当
該目的が記載されていない

銘柄ごとの政策保有株式の定量的な保有効果の記載が困難な場合において、政
策保有株式の保有の合理性を検証した方法の記載が不明瞭である

主な課題

1

3

5

2

4

6

（図表４）　政策保有株式について課題のある事例
課題のある事例

（実際の開示例を元に加工）
【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（株式の保有状況） （一部抜粋）
（当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投
資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの）

・変更の理由
取引関係の維持・強化を目的に保有しておりましたが、政策保有株式として
の保有意義が薄れたことから保有目的を純投資目的に変更しました。

・変更後の保有又は売却に関する方針
今後の保有又は売却については、当社の投資判断基準に沿って保有及び処
分を決定いたします。
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②　

法
令
等
に
準
拠
し
た
開
示
を
行
う

に
あ
た
っ
て
留
意
す
べ
き
事
項

純
投
資
目
的
と
は
、
専
ら
株
式
の
価
値

の
変
動
ま
た
は
株
式
に
係
る
配
当
に
よ
っ

て
利
益
を
受
け
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
こ

と
を
い
う（
企
業
内
容
等
開
示
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
５
―
19
―
３
―
２
）。
ま
た
同
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
お
い
て
、
純
投
資
目
的
の
株

式
に
つ
い
て「
例
え
ば
、
当
該
株
式
の
発

行
者
等
が
提
出
会
社
の
株
式
を
保
有
す
る

関
係
に
あ
る
こ
と
、
当
該
株
式
の
売
却
に

関
し
て
発
行
者
の
応
諾
を
要
す
る
こ
と
等

に
よ
り
、
発
行
者
と
の
関
係
に
お
い
て
提

出
会
社
に
よ
る
売
却
を
妨
げ
る
事
情
が
存

在
す
る
株
式
は
、
純
投
資
目
的
で
保
有
し

て
い
る
も
の
と
は
い
え
な
い
」と
い
う
考

え
方
が
示
さ
れ
て
い
る
。こ
れ
ら
に
従
い
、

純
投
資
目
的
の
株
式
に
該
当
す
る
か
を
判

断
し
、
適
切
な
開
示
を
行
う
必
要
が
あ
る

こ
と
に
留
意
す
る
。

重
要
な
契
約
等
の
開
示
に

お
け
る
記
載
事
項
の
主
な

課
題
お
よ
び
留
意
事
項
等

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
の
結
果
、
重
要
な
契
約
等
の
開
示

に
つ
い
て
、
以
下
の
２
つ
の
課
題
が
識
別

さ
れ
た
。

⑴　
「
企
業
・
株
主
間
の
ガ
バ
ナ
ン

ス
に
関
す
る
合
意
に
該
当
す
る
重

要
な
契
約
等
の
開
示
に
お
い
て
、

取
締
役
会
に
お
け
る
検
討
状
況
そ

の
他
の
当
該
提
出
会
社
に
お
け
る

当
該
合
意
に
係
る
意
思
決
定
に
至

る
過
程
、又
は
、当
該
合
意
が
当
該

提
出
会
社
の
企
業
統
治
に
及
ぼ
す

影
響（
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
と
考

え
る
場
合
に
は
、そ
の
理
由
）の
記

載
が
な
い
又
は
不
明
瞭
で
あ
る
」

開
示
府
令
第
三
号
様
式
記
載
上
の
注
意

⒀
で
準
用
す
る
第
二
号
様
式
記
載
上
の
注

意
㉝
ｆ
で
は
、
提
出
会
社
の
株
主
と
当
該

提
出
会
社
と
の
間
で
、
次
に
掲
げ
る
合
意

を
含
む
契
約(
重
要
性
の
乏
し
い
も
の
を

除
く)

を
締
結
し
て
い
る
場
合
に
は
、
当

該
契
約
の
概
要（
当
該
契
約
を
締
結
し
た

年
月
日
、
当
該
契
約
の
相
手
方
の
氏
名
ま

た
は
名
称
お
よ
び
住
所
な
ら
び
に
当
該
合

意
の
内
容
を
含
む
）、
当
該
合
意
の
目
的
、

取
締
役
会
に
お
け
る
検
討
状
況
そ
の
他
の

当
該
提
出
会
社
に
お
け
る
当
該
合
意
に
係

る
意
思
決
定
に
至
る
過
程
お
よ
び
当
該
合

意
が
当
該
提
出
会
社
の
企
業
統
治
に
及
ぼ

す
影
響（
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
と
考
え
る

場
合
に
は
、
そ
の
理
由
）を
具
体
的
に
記

載
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

況
そ
の
他
の
当
該
提
出
会
社
に
お
け
る
当

該
合
意
に
係
る
意
思
決
定
に
至
る
過
程
、

ま
た
は
、
当
該
合
意
が
当
該
提
出
会
社
の

企
業
統
治
に
及
ぼ
す
影
響（
影
響
を
及
ぼ

さ
な
い
と
考
え
る
場
合
に
は
、そ
の
理
由
）

の
記
載
が
な
い
た
め
、
当
該
記
載
を
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

⑵　
「
重
要
な
契
約
等
が
令
和
６
年
４

月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
開
示
府
令

等
の
施
行
日（
２
０
２
４
年
４
月
１

日
）前
に
締
結
さ
れ
た
契
約
で
あ
る

場
合
に
、
記
載
を
省
略
す
る
旨
の

記
載（
２
０
２
５
年
４
月
１
日
よ
り

前
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る

有
価
証
券
報
告
書
ま
で
の
経
過
措

置
） 

を
し
て
い
な
い
」

令
和
6
年
4
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
開

示
府
令
等
附
則
３
条
４
項
で
は
、
２
０

２
５
年
４
月
１
日
よ
り
前
に
開
始
す
る
事

業
年
度
に
係
る
有
価
証
券
報
告
書
ま
で
の

経
過
措
置
と
し
て
、
重
要
な
契
約
等
が
令

和
６
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
開
示
府

令
等
の
施
行
日（
２
０
２
４
年
４
月
１
日
）

前
に
締
結
さ
れ
た
契
約
で
あ
る
場
合
に
、

記
載
を
省
略
す
る
旨
の
記
載
を
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
省
略
が
可
能
な
旨
が
規
定
さ
れ

て
い
る
。

２
０
２
５
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す

る
事
業
年
度
に
係
る
有
価
証
券
報
告
書
で

（図表５）　重要な契約等について課題のある事例

課題のある事例
（実際の開示例を元に加工）

【重要な契約等】　（一部抜粋）

（契約の内容）
（略）
当該契約に基づき、●●社は当社の常勤取
締役候補者１名を指名できる権利を有して
おります。

⒜　
当
該
提
出
会
社
の
役
員
に
つ
い
て
候

補
者
を
指
名
す
る
権
利
を
当
該
株
主
が

有
す
る
旨
の
合
意

⒝　
当
該
株
主
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
に

制
限
を
定
め
る
旨
の
合
意

⒞　
当
該
提
出
会
社
の
株
主
総
会
又
は
取

締
役
会
に
お
い
て
決
議
す
べ
き
事
項
に

つ
い
て
当
該
株
主
の
事
前
の
承
諾
を
要

す
る
旨
の
合
意

図
表
５
の
開
示
例
で
は
、
企
業
・
株
主

間
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
合
意
に
該
当

す
る
重
要
な
契
約
等（
当
該
提
出
会
社
の

役
員
に
つ
い
て
候
補
者
を
指
名
す
る
権
利

を
当
該
株
主
が
有
す
る
旨
の
合
意
）が
あ

る
こ
と
が
契
約
の
内
容
の
記
載
か
ら
読
み

取
れ
る
が
、
取
締
役
会
に
お
け
る
検
討
状

当局解説
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（図表６）　内部統制報告書について課題のある事例
課題のある事例

（実際の開示例を元に加工）
内部統制報告書　（一部抜粋）

【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

（略）

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、前連
結会計年度の売上高（連結会社間取引消去後）の金額が高い
拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の２
／３を超える●事業拠点を「重要な事業拠点」としております。

（略）

は
経
過
措
置
が
な
く
な
る
た
め
、
企
業
に

お
い
て
検
討
を
実
施
し
、
重
要
な
契
約
等

の
開
示
漏
れ
が
な
い
よ
う
に
留
意
す
る
こ

と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
る
。

内
部
統
制
報
告
書
に
お
け

る
記
載
事
項
の
主
な
課
題

お
よ
び
留
意
事
項
等

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
の
結
果
、
内
部
統
制
報
告
書
に
お

け
る
記
載
事
項
に
つ
い
て
、
以
下
の
課
題

が
識
別
さ
れ
た
。

●「
内
部
統
制
報
告
書
の『
財
務
報
告

に
係
る
内
部
統
制
の
評
価
の
範

囲
』の
記
載
に
つ
い
て
、改
正
内
部

統
制
府
令
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
⑺
で
定

め
ら
れ
て
い
る
事
項
に
つ
い
て

『
決
定
し
た
事
由
』の
記
載
が
な
い

又
は
不
明
瞭
で
あ
る
」

改
正
内
部
統
制
府
令
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
４

─
４
で
は
、「
財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制

の
評
価
の
範
囲
」の
記
載
に
つ
い
て
、
次

の
事
項
に
つ
い
て
も
、
決
定
し
た
事
由
を

含
め
て
、
あ
わ
せ
て
記
載
す
る
こ
と
に
留

意
す
る
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

⑴　
会
社
が
複
数
の
事
業
拠
点
を
有
す
る

場
合
に
お
い
て
、財
務
報
告
に
係
る
内

部
統
制
の
評
価
の
対
象
と
す
る
重
要
な

事
業
拠
点
を
選
定
す
る
際
に
利
用
し
た

指
標
お
よ
び
そ
の
一
定
割
合

⑵　
当
該
重
要
な
事
業
拠
点
に
お
い
て
、

財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制
の
評
価
の

対
象
と
す
る
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
識
別
す

る
際
に
選
定
し
た
会
社
の
事
業
目
的
に

大
き
く
関
わ
る
勘
定
科
目

⑶　
財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制
の
評
価

の
対
象
に
個
別
に
追
加
し
た
事
業
拠
点

お
よ
び
業
務
プ
ロ
セ
ス

図
表
６
の
開
示
例
で
は
、
財
務
報
告
に

係
る
内
部
統
制
の
評
価
の
対
象
と
す
る
重

要
な
事
業
拠
点
を
選
定
す
る
際
に
利
用
し

た
指
標
を「
売
上
高
」、
そ
の
一
定
割
合
を

「
２
／
３
」と
記
載
し
て
い
る
が
、
当
該
指

標
お
よ
び
一
定
割
合
の「
決
定
し
た
事
由
」

に
つ
い
て
記
載
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
当

該
記
載
を
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

⑺　

令
和
６
年
４
月
施
行「
財
務
計
算
に
関
す
る
書
類
そ
の

他
の
情
報
の
適
正
性
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
に
関
す
る

内
閣
府
令
」の
取
扱
い
に
関
す
る
留
意
事
項
に
つ
い
て（
内

部
統
制
府
令
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）（
以
下
、「
改
正
内
部
統
制
府

令
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」と
い
う
） 

有
価
証
券
報
告
書
の
定
時

株
主
総
会
前
の
開
示
に
関

す
る
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
に
お
け
る
調
査
結
果

令
和
７
年
度
の
有
価
証
券
報
告
書
レ

ビ
ュ
ー
に
お
い
て
有
価
証
券
報
告
書
の
定

時
株
主
総
会
前
の
開
示（
以
下
、「
総
会
前

開
示
」と
い
う
）に
関
す
る
調
査
を
実
施

し
、
図
表
７
の
結
果
が
確
認
さ
れ
た
。

お
わ
り
に

投
資
家
と
企
業
と
の
建
設
的
な
対
話
を

通
じ
た
経
営
の
質
お
よ
び
企
業
価
値
の
持

続
的
な
向
上
や
わ
が
国
の
資
本
市
場
の
さ

ら
な
る
発
展
の
た
め
に
は
、
企
業
情
報
の

開
示
の
適
正
性
や
充
実
は
不
可
欠
と
考
え

ら
れ
る
。
そ
の
た
め
、企
業
の
皆
様
に
は
、

法
令
等
に
準
拠
し
て
適
正
な
開
示
を
行
っ

て
い
た
だ
く
こ
と
と
、
よ
り
一
層
の
充
実

し
た
開
示
に
努
め
て
い
た
だ
く
こ
と
が
大

（図表７）　総会前開示調査の結果

・2025年３月期決算会社の54％が総会前開示したと回
答。来年度に総会前開示を行う予定と回答した23％
と合わせると、総会前開示を行う会社は2026年３月
期には77％程度となることが見込まれる。

・市場別でみると、プライム上場企業の70％が当年度
総会前開示を行っており、来年度実施予定の20％と
合わせると、2026年３月期にはプライム上場企業の
90％程度が総会前開示を行うことが見込まれる。

・上場企業において、「総会前開示を当面実施する予定
はない」とした会社および「その他」とした会社は合計
14.6%だった。

・「総会前開示を当面実施する予定はない」とした理由
としては、監査法人との調整が困難（27％）、社内リ
ソース不足・社内体制未整備（21％）、社内調整が困
難（21％）等だった。

い
に
期
待
さ
れ
る
。

ま
た
、
今
後
の
提
出
会
社
に
よ
る
自
主

的
な
改
善
に
資
す
る
よ
う
、
有
価
証
券
報

告
書
レ
ビ
ュ
ー
に
お
い
て
識
別
さ
れ
た
課

題
へ
の
対
応
に
あ
た
っ
て
参
考
と
な
る
開

示
例
集
も
取
り
ま
と
め
て
、
金
融
庁
ウ
ェ

ブ
サ
イ
ト
に
て
公
表
⑻
し
た
の
で
、
ご
活

用
い
た
だ
き
た
い
。

⑻　

h
ttp

s://w
w

w
.fsa

.g
o

.jp
/n

e
w

s/r7
/

sonota/20260327-2/03.pdf
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